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第２章 子どもを取り巻く現状と課題 

１ 東海市の現状 

（１）人口推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の総人口は、平成２６年４月１日現在では１１２,１４６人となっています。 

年少人口（０歳～１４歳）は、人数としては増加傾向にありますが、総人口に占める

割合は横ばいで推移しています。一方、老年人口（６５歳以上）は、人数、総人口に占

める割合ともに増加しており、本市でも高齢化が進行しています。 

 

【 年齢３区分別人口構成の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日現在 平成 21 年～平成 24 年は外国人登録人口を加味） 

107,657 108,142 109,206 110,385 111,256 112,146
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（15.8%）
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（15.9%）
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（15.9%）

17,143
（15.7%）

16,944
（15.7%）

16,985
（15.8%）

71,706
（63.9%）

71,808
（64.5%）

72,014
（65.2%）

71,867
（65.8%）

71,309
（65.9%）

71,383
（66.3%）

22,721
（20.3%）

21,725
（19.5%）

20,814
（18.9%）

20,196
（18.5%）

19,889
（18.4%）

19,289
（17.9%）

0
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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

8 

（２）子どもの人口の推移と推計 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

０歳～５歳の子どもの人口は、実績では増減がありますが、平成２５年をピークに減

少に転じていくものと見込まれます。 

年齢別でみると、すべての年齢が概ね１,０００人から１,２００人の間で推移するもの

と見込まれます。 
 

【 子どもの人口の推移と推計 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 
 

 推計人口は住民基本台帳を元に計算したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 将来

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

1,201 1,164 1,188 1,269 1,213 1,226 1,161 1,134 1,113 1,081 1,056

1,183 1,190 1,198 1,258 1,305 1,212 1,190 1,163 1,143 1,107 1,068

1,229 1,144 1,194 1,242 1,221 1,268 1,151 1,132 1,112 1,080 1,051

1,096 1,205 1,154 1,213 1,242 1,200 1,209 1,119 1,106 1,075 1,042

1,178 1,082 1,190 1,168 1,208 1,231 1,160 1,170 1,091 1,067 1,040

1,218 1,158 1,082
1,184 1,171 1,192 1,222 1,200 1,231 1,175 1,176

7,105 6,943 7,006
7,334 7,360 7,329 7,093 6,918 6,796 6,585 6,433
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（３）世帯構成の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

世帯構成は、核家族世帯が最も高い割合を占める状況が続いていますが、３世代世帯

を含むその他の世帯の割合は、年々減少し、平成２２年には１割を切っています。また、

単独世帯の割合は上昇しています。 
 

【 世帯構成（割合）の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（４）女性の労働状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 女性の労働状況 

女性の労働力状況※７は、３０～３４歳で落ち込む“M 字カーブ※８”を描いています。

しかし、近年、落ち込みは少なくなっており、平成２２年の３０～３４歳女性の労働力

率は、平成１２年に比べ約８ポイント増加しています。 
 

【 女性の年齢別労働力状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 
 

② 女性の未婚・既婚別労働力率 

女性の未婚・既婚別労働力率は、未婚と既婚では２０歳から３９歳で差が開いており、

最大約３６ポイントの差となっています。 
 

【 女性の未婚・既婚別労働力率（平成２２年） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

 

※７ １５歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）のことを言い、その割合を労働力率という。 

※８ 女性の労働力率が、結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇すると

いうカーブを描くこと。 
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18歳未満の子どものいる共働き世帯数

夫婦のいる世帯のうち、共働き世帯の占める割合

18歳未満の子どものいる世帯のうち、共働き世帯の占める割合

 

③ 共働き世帯の状況 

世帯の働き方の状況をみると、夫婦のいる世帯（子どものいない世帯も含む。）のうち、

共働き世帯が占める割合は、４割台で推移しています。 

１８歳未満の子どものいる共働き世帯の数は平成２２年に増加し８,２６２世帯とな

っています。１８歳未満の子どものいる世帯のうち、共働き家庭の占める割合は平成２

２年には減少しているものの、子どものいる世帯の半数が共働き家庭となっています。 

 

【 共働き世帯の状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 
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（５）出生の動向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 出生数・出生率 

本市の出生数は平成２１年までは減少傾向であったものの、その後は微増傾向で、平

成２４年には１,２８３人となっています。 

出生率※９は、横ばいで推移しており、愛知県の出生率よりも高い状況が続いています。 
 

【 出生数及び出生率（人口千対）の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：愛知県衛生年報 

 

② 合計特殊出生率 

本市の合計特殊出生率※10 は、国や愛知県よりも高い合計特殊出生率を維持しており、

平成２４年には１.８８となっています。 
 

【 合計特殊出生率の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：半田保健所 

 
※９ 出生率＝出生数／人口×１,０００ 

※10 １５歳から４９歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、１人の女子が仮にその年次の年齢別出生

率で一生の間に産むとしたときの平均子ども数 
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２ 東海市の子育て支援の現状 

（１） 保育園・幼稚園の施設数 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

公立の保育園が１８園、私立の幼稚園が５園あります。 

保育園：一番畑保育園、名和保育園、名和東保育園、渡内保育園、平洲保育園、 

    木庭保育園、みどり保育園、明倫保育園、富木島保育園、東山保育園、 

    大田保育園、高横須賀保育園、横須賀保育園、養父保育園、加木屋保育園、 

    三ツ池保育園、大堀保育園、加木屋南保育園 

幼稚園：葵名和幼稚園、東海めぐみ幼稚園、上野台幼稚園、雨尾幼稚園、明佳幼稚園 

 

（２）就学前児童の保育園・幼稚園入所状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市の就学前児童は、保育園・幼稚園への入所児童が増加傾向にあります。 

 
【 就学前児童の保育園・幼稚園入所状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：東海市の統計（４月１日現在） 
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（３）待機児童数の推移 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

各年度当初の待機児童はいませんが、平成２４年度から年度途中に、０歳児及び１歳

児で待機児童が発生しています。 

 

 

【 待機児童数の推移 】 

単位：人   

年度 

待機児童数 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳以上 
待機児童

計 

４月 10 月 ４月 10 月 ４月 10 月 ４月 10 月 ４月 10 月 ４月 10 月

平成 21 年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成 22 年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成 23 年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成 24 年度 0 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

平成 25 年度 0 13 0 5 0 0 0 0 0 0 0 18

平成 26 年度 0 14 0 16 0 0 0 0 0 0 0 30

資料：幼児保育課（４月１日現在及び１０月１日現在）   

 



 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（４）特別保育の実施状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 延長保育 

保育園の保育時間は、原則午前８時から午後４時までですが、保護者の労働時間や

通勤事情を考慮して、早朝保育と延長保育を全保育園で実施しています。 

早朝保育は午前７時３０分から午前８時まで、延長保育は午後４時から午後７時ま

での時間帯で実施しています。 

 

【 延長保育の利用状況 】 
 

項目 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

早朝保育 

 

実施園数 １８園 １８園 １８園 １８園 １８園

利用人員 ３３１人 ３９７人 ４２６人 ４７３人 ５４５人

延長保育 

 

実施園数 １８園 １８園 １８園 １８園 １８園

利用人員 
午後６時まで ６２１人 ７１５人 ７２９人 ７８４人 ７８６人

 午後７時まで ５２８人 ５７９人 ５８８人 ５７７人 ６６９人

資料：幼児保育課（３月３１日現在） 

 

 

② 乳児保育（０歳児） 

乳児保育の需要に対応するため、市内１８保育園のうち１１園で実施しています。 
 

【 乳児保育の利用状況 】 
 

項目 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

実施園数 ８園 ９園 ９園 ９園 １１園

月平均利用人員 １０２人 １２２人 １０９人 １０２人 １３５人

資料：幼児保育課 

 



 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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③ 一時的保育 

一時的保育には、「非定型的保育」と「緊急一時保育」があります。 

非定型的保育は、保護者の就労形態（居宅外での労働、職業訓練、就学など）によ

り、週３日以内、月１４日以内で児童を保育するもので、みどり保育園及び大田保育

園で実施しています。 

緊急一時保育は、保護者の出産・疾病、リフレッシュなどの理由により、緊急かつ

一時的に家庭での養育が困難となる児童を保育するもので、保育園全園で実施してい

ます。 

 

【 一時的保育の利用状況 】 
 

項目 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

非定型的 

保育 

利用人数 

（実人数） 
９２人 １１０人 １６１人 １３０人 １７２人

延利用人数 ６５２人 ８４６人 １,３１５人 ８８３人 １,３９１人

緊急一時 

保育 

利用人数 

（実人数） 
３２９人 ３０１人 ３４８人 ３２０人 ２９８人

延利用人数 ５４０人 ４３６人 ４８９人 ４３５人 ４１０人

資料：幼児保育課 

 

④ 一時預かり 

一時預かりには、「幼児一時預かり」と「ファミリー・サポート・センター事業」

があります。 

幼児一時預かりは、保護者の就労やリフレッシュなどの理由により、一時的に児童

を保育するもので、平成２３年度から子育て総合支援センターで実施しており、平成

２６年度からは南部子育て支援センターでも実施しています。 

ファミリー・サポート・センター事業では、育児を援助したい人と協力してほしい

人が会員となって、自宅で子どもを預かったり、保育園への送迎などを行っています。 

 

【 一時預かりの利用状況 】 
 

項目 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

幼児一時預かり 

延利用人数 
－ － ２９４人 ６８６人 ６８３人

ファミリー・サポート・

センター事業（就学前） 

延利用人数 

８３９人 ７３５人 ６７９人 ４８６人 ７６２人

資料：女性・子ども課 
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⑤ 子育て短期支援事業 

保護者が疾病などにより、家庭における養育が一時的に困難になったときに、児童

を施設で養育します。 
 

【 子育て短期支援事業の利用状況 】 
 

項目 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

養護施設 

等 

利用人数 ３人 ５人 ０人 ２人 ３人

延利用人数 ４５人 ４７人 ０人 ８人 １９人

資料：女性・子ども課 

 

⑥ 病後児保育 

病気の回復期にあって、入院は必要ないが集団生活が困難で、さらに、保護者が仕

事などの理由で、家庭では保育ができない児童を預かって保育します。 
 

【 病後児保育の利用状況 】 
 

項目 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

利用人数 １１人 １５人 ０人 １人 ７人

資料：幼児保育課 

 

⑦ 児童発達支援センター・特別支援保育 

就学前児童で、心身の発達に遅れや肢体不自由のある児童がその保護者と共に通園

し、保育、理学療法、作業療法及び言語療法を行い、自立の基礎を養う早期療育の場

です。公立の「あすなろ学園」と発達に遅れや心配のある児童の早期療育の場として

「カトレア学園（社会福祉法人が運営）」があります。 

また、特別支援保育は、児童の発達や特性にあわせた保育上の配慮を行うもので、

発達の偏り、又は育てにくさを有する児童を対象とした保育を行っています。 
 

【 児童発達支援センター・特別支援保育の利用状況 】 
 

項目 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 平成 24 年度 平成 25 年度

あすなろ学園 児童数 ４１人 ４３人 ３４人 ３１人 ３９人

特別支援保育 

（保育園） 

実施

園数 

３歳児 ４園 ５園 ５園 ５園 6 園

４歳児 ５園 ６園 ６園 ７園 7 園

５歳児 ５園 ６園 ６園 ７園 7 園

児童数 ３９人 ４４人 ６０人 ６５人 ７８人

カトレア学園 児童数 ３０人 ３２人 ３３人 ３３人 ３３人

資料：幼児保育課（３月３１日現在） 
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（５）放課後児童健全育成事業・児童館の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童を対象に、授

業が終わった後の遊びや生活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成

を図る事業です。 

本市が運営する事業では、実施場所を児童館から小学校へ移行後、利用者数が増加

傾向にあります。民間が運営する事業では、利用者数に大きな変動はありません。 

市、民間ともに待機児童はいません。 
 

【 利用状況（平均）の推移（市） 】 
 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

箇  所  数 １３か所 １３か所 １３か所 １２か所 １２か所

登録者数(人/日) １,１６７人 １,２２２人 １,２５１人 １,２４９人 １,３８５人

利用者数(人/日) ４３５人 ４３１人 ４４４人 ４５７人 ５２３人

利  用  率 ３７.３％ ３５.３％ ３５.５％ ３６.６％ ３７.８％

資料：社会教育課 
 

【 利用状況（平均）の推移（民間） 】 
 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

箇  所  数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

登録者数(人/日) １０２人 １００人 ９９人 ９７人 ８５人

利用者数(人/日) ６２人 ５５人 ５６人 ５２人 ４７人

利  用  率 ６０.８％ ５５.０％ ５６.６％ ５３.６％ ５５.３％

資料：女性・子ども課 
 

【 放課後児童健全育成事業利用者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：社会教育課、女性・子ども課 

市 民間

435 431 444 457

523

62 55 56 52 47

0

200

400

600

平成21年 22年 23年 24年 25年

(人)
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② 児童館 

本市には、各小学校区に１館（名和小学校、横須賀小学校区には２館）計１４館の

児童館があり、乳幼児の親子や児童の健全な遊び場、母親クラブ・子ども会の活動拠

点となっています。 

乳幼児対象として、絵本の読み聞かせや子育て支援の場となる「つどいの広場」（乳

幼児の親子対象）、手遊びや集団遊びを通して親子のふれあいの場となる「遊び場・

スキップ」を開催しています。また、乳幼児親子が遊ぶための常設スペースとして、

現在７館に「キッズルーム」があります。 

 

【 児童館利用者の推移（年間） 】 
単位：人 

年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

緑 陽 児 童 館 ３２,２５８ ３６,８７１ ８,１４６ ９,５９８ ９,６２０

名 和 児 童 館 ８,９５３ ８,４６８ ６,８１４ ６,２３７ ８,１５９

名和東児童館 １０,２３１ １１,０５２ ９,４２５ １０,５５６ １０,８９２

泉 児 童 館 １８,８７３ ９,４３０ ６,７５７ ６,８６１ ６,５６９

平 洲 児 童 館 １２,３９２ １２,１７１ １０,０６２ １０,２７６ １２,２４５

明 倫 児 童 館 ６,３２６ ８,２６７ ６,９５２ ６,４１６ ７,７９９

富木島児童館 １９,７８８ １５,３８８ １４,３８８ １３,３０１ １４,５６６

姫 島 児 童 館 １３,０２８ １２,７５３ １３,４６３ １３,１００ １３,１８４

大 田 児 童 館 １１,０５３ ５,９７０ ７,２８０ ６,４０２ ６,９３７

公 家 児 童 館 １５,５１７ １４,０５９ １０,１８９ １１,３４６ １０,６９２

養 父 児 童 館 ９,２４１ ９,３２１ ８,１２６ ８,９４６ ８,５１９

加木屋児童館 ２９,１０６ ２１,１１９ ６,５９２ ７,１８９ ７,５２７

三ツ池児童館 ９,２５２ ７,２４６ ７,４４２ ７,５２２ ６,４１０

加木屋南児童館 １５,６６３ １５,６７６ １５,４４８ １４,０５２ １４,８５８

合  計 ２１１,６８１ １８７,７９１ １３１,０８４ １３１,８０２ １３７,９７７

資料：女性・子ども課 

 
平成２３年度より月曜日閉館。 

平成２１年９月より泉、富木島、大田放課後児童クラブが小学校に移行 

平成２３年１月より加木屋放課後児童クラブが小学校に移行 

平成２３年４月より緑陽放課後児童クラブが小学校に移行（放課後児童クラブは全小学校で実施） 
 
平成１７年度公家児童館にキッズルームを整備 

平成１９年度名和東児童館にキッズルームを整備 

平成２０年度富木島、加木屋南児童館にキッズルームを整備 

平成２５年度平洲、三ツ池児童館にキッズルームを整備 

平成２６年度緑陽児童館にキッズルームを整備 
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（６）子育て相談事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市では、子育て支援センターでの子育てに関する相談、保育園で実施する「親子一

日体験入園」での相談、児童館で実施する「つどいの広場」での相談、家庭児童相談員

による家庭児童相談を行っています。 

 

 

【 各種相談件数の推移（年間） 】 
単位：件 

年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

子育て支援センター ４９１ ５１２ ６７６ ７０４ ７６２

保育園(一日体験入園) ５６ ６７ ４１ ６４ ５９

児童館(つどいの広場) ９７ １０２ ７９ １３６ ８６

家 庭 児 童 相 談 

(新規件数) 
１０５ １７９ ８０ ７１ ６５

計 ７４９ ８６０ ８７６ ９７５ ９７２

資料：女性・子ども課 
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３ アンケート・ヒアリングからみられる現状 

（１）子育て支援に関するアンケート調査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

■ 子どもと家族の状況について 

 母親と父親の就労状況 

・ 母親は、「以前は働いてい

たが、今は働いていない」

が４９.６％、次いで「パー

ト・アルバイトなどで働い

ている」が２２.５%となっ

ています。 

・ 父親は、「フルタイムで働

いている」が９７.９%とな

っています。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

％

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、
今は休んでいる（産休・育
休・介護休業中）

パート・アルバイトなどで働
いている

パート・アルバイトなどで働
いているが、今は休んでいる
（産休・育休・介護休業中）

以前は働いていたが、今は働
いていない

これまで働いたことがない

無回答

11.9

8.0

22.5

1.7

49.6

6.0

0.2

0.2

0.8

0.0

0.7

0.0

0.3

97.9

0 20 40 60 80 100

フルタイム 

パート・アルバイト 

就労していない

母親（N=897）

父親（N=871）

【就学前児童調査】 
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■ 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

 平日利用している教育・保育事業 

・ 本市では０歳～２歳で受け入れ先が保育園のみのため「認可保育所※11」の割合が高

くなっていますが、「事業所内保育施設」や「その他の認可外の保育施設」の割合

も高い状況です。 

 
単位：％ 

区 分 

有
効
回
答
数(

件)
 

幼
稚
園 

幼
稚
園
＋
幼
稚
園

の
預
か
り
保
育 

認
可
保
育
所 

認
定
こ
ど
も
園 

家
庭
的
保
育 

事
業
所
内
保
育
施

設 そ
の
他
の
認
可
外

の
保
育
施
設 

居
宅
訪
問
型
保
育 

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ

ー
ト
・
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

無
回
答 

全体 392 32.1 7.9 52.8 － － 1.8 3.1 － 1.0 2.3 0.5

０歳 21 － － 52.4 － － 9.5 19.0 － 4.8 9.5 4.8

１歳 45 － － 82.2 － － 11.1 4.4 － 2.2 － －

２歳 47 － 4.3 76.6 － － － 10.6 － 2.1 8.5 －

３歳 104 47.1 5.8 45.2 － － － － － － 1.9 －

４歳 90 41.1 11.1 46.7 － － － － － － － 1.1

５歳 80 46.3 15.0 40.0 － － － 1.3 － － － －

 

 平日利用したい教育・保育事業 

・ 現在、利用している、利用していないにかかわらず、子どもの平日の教育・保育の

事業として、「定期的に」利用したいと考える事業については、すべての年齢で「認

可保育所」と「幼稚園」の割合が高くなっています。 

・ 「①平日利用している教育・保育事業」と比較すると０歳～２歳で「幼稚園」の利

用希望の割合が高くなっているとともに、「幼稚園の預かり保育」への平日利用し

たいという希望の割合も高くなっています。 

・ 「認定こども園」については、現在設置されていませんが、利用希望は１割を超えてい

ます。 

 
単位：％ 

区 分 

有
効
回
答
数(

件) 

幼
稚
園 

幼
稚
園
＋
幼
稚
園

の
預
か
り
保
育 

認
可
保
育
所 

認
定
こ
ど
も
園 

小
規
模
な
保
育
施

設 家
庭
的
保
育 

事
業
所
内
保
育
施

設 市
役
所
が
認
証
・
認

定
し
た
保
育
施
設

そ
の
他
の
認
可
外

の
保
育
施
設 

居
宅
訪
問
型
保
育

フ
ァ
ミ
リ
ｌ
・
サ
ポ

ｌ
ト
・
セ
ン
タ
ｌ 

そ
の
他 

無
回
答 

全体 898 26.9 24.1 48.2 12.5 9.7 4.9 9.1 5.3 1.4 4.7 8.4 3.0 6.1

０歳 307 23.5 21.5 49.8 17.3 15.3 6.5 9.8 8.1 1.6 5.9 11.7 4.2 8.8

１歳 182 26.9 20.3 57.1 14.3 14.8 4.4 12.6 9.3 2.7 4.9 9.9 2.7 5.5

２歳 123 30.9 24.4 39.8 5.7 4.1 4.1 4.9 1.6 － 4.9 4.1 3.3 5.7

３歳 109 29.4 27.5 48.6 11.0 3.7 2.8 7.3 0.9 0.9 4.6 4.6 － 4.6

４歳 91 26.4 28.6 46.2 8.8 3.3 4.4 6.6 2.2 － 2.2 7.7 1.1 2.2

５歳 81 32.1 30.9 37.0 7.4 1.2 4.9 9.9 1.2 2.5 2.5 4.9 3.7 3.7

 

※11 児童福祉法に基づいて設置された児童福祉施設。施設の広さ、保育士等の職員数、給食設備、防災管理、

衛生管理など国が定めた設置基準を満たし、都道府県知事に認可された保育所。 
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■ 小学校就学後の放課後の過ごさせ方について 

 就学前児童（５歳）の保護者の小学校就学後の放課後の過ごさせ方の希望 

・ 子どもの小学校就学後の

放課後の過ごさせ方につ

いて、低学年では、「自宅」

の割合が５１.９％と最も

高く、次いで「放課後児童

クラブ」の割合が４６.９％、

「習い事」の割合が４３.

２％となっています。 

・ 高学年では、「自宅」の割

合が６４.２％と最も高く、

次いで「習い事」の割合が

５９.３％となっています。 

 

 

 

 就学児の保護者の放課後の過ごさせ方の希望 

・ 子どもの放課後の過ごさ

せ方の希望について、低学

年では、「自宅」の割合が

７１.２％と最も高く、次い

で「習い事」の割合が５６.

８％、「放課後児童クラ

ブ」の割合が３１.２％とな

っています。 

・ 高学年では、「自宅」の割

合が８１.３％と最も高く、

次いで「習い事」の割合が

７０.０％となっています。 

 

 

低学年（N=285）

高学年（N=300）

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッ
カークラブ、学習塾など）

児童館

子ども教室（小学校）

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・セン
ター

その他

無回答

51.9

13.6

43.2

7.4

23.5

46.9

0.0

24.7

4.9

64.2

13.6

59.3

6.2

18.5

27.2

0.0

33.3

4.9

0 20 40 60 80 100

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッ
カークラブ、学習塾など）

児童館

子ども教室（小学校）

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・セン
ター

その他

無回答

71.2

19.6

56.8

10.2

8.4

31.2

0.4

29.1

0.4

81.3

20.3

70.0

9.3

7.0

5.7

0.3

36.0

2.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【就学児童調査】 

低学年（N=81）

高学年（N=81）
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■ 育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について 

 育児休業の取得状況（母親） 

・ 育児休業を取得した（取得

中である）が母親は２１.

２％となっています。 

 

 

 

 

 

 取得していない理由 

・ 育児休業を取得していない

人の理由は、「子育てや家

事に専念するため退職し

た」の割合が４７.５％と最

も高く、次いで「職場に育

児休業を取りにくい雰囲

気があった」の割合が１８.

６％、「職場に育児休業の

制度がなかった（就業規則

に定めがなかった）」の割

合が１８.１％となってい

ます。 

・ 「その他」の理由としては、

「パートタイム・アルバイ

ト・派遣社員で働いていた

ため」「自営業だったた

め」「妊娠を機に退職した

ため」があります。 

 

 

N = 177
％

子育てや家事に専念するため退
職した

職場に育児休業を取りにくい雰
囲気があった

職場に育児休業の制度がなかっ
た（就業規則に定めがなかっ
た）

仕事に戻るのが難しそうだった

その他

47.5

18.6

18.1

16.4

22.6

0 20 40 60 80 100

N = 898
％

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

57.2

21.2

19.7

1.9

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【就学前児童調査】        （上位５項目） 
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（２）結婚と子育てに関するアンケート調査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

■ 結婚観について 

 結婚したい年齢 

・ 「２５～２９歳」の割合が

４１.０％と最も高く、次い

で「３０～３４歳」の割合

が２３.５％、「結婚するつ

もりはない」の割合が１４.

６％となっています。 

 

 

 

 

 

【性・年齢別】 

・ 性・年齢別にみると、男女ともに２０代前半で「２５～２９歳」の割合が高くなっ

ていますが、３０代では「結婚するつもりはない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20～24歳 25～29歳 30～34歳

35～39歳 40歳以上 結婚するつもりはない

無回答

N =

男性　20代前半 90

　　　　20代後半 85

　　　　30代前半 66

　　　　30代後半 51

女性　20代前半 106

　　　　20代後半 67

　　　　30代前半 31

　　　　30代後半 24

12.2

1.2

1.5

14.2

56.7

41.2

4.5

7.8

75.5

56.7

3.2

4.2

17.8

44.7

36.4

5.9

5.7

28.4

48.4

4.2

2.4

30.3

47.1

1.5

16.1

54.2

1.1

1.5

17.6

12.5

12.2

10.6

25.8

21.6

4.7

11.9

29.0

25.0

1.5

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 520 ％

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40歳以上

結婚するつもりはない

無回答

5.4

41.0

23.5

12.5

2.7

14.6

0.4

0 20 40 60 80 100
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 結婚していない理由 

・ 「適当な相手にめぐりあ

わない」の割合が４８.１％

と最も高く、次いで「趣味

や娯楽を楽しみたい」、

「自由や気楽さを失いた

くない」の割合が２４.２％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性・年齢別】 

・ 性・年齢別にみると、男女ともに２０代前半で「まだ若すぎる」が、男性の３０代、

女性の３０代後半で「適当な相手にめぐりあわない」の割合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数(

件)
 

ま
だ
若
す
ぎ
る 

仕
事
や
学
業
に
専
念
し

た
い 

趣
味
や
娯
楽
を
楽
し
み

た
い 

自
由
や
気
楽
さ
を
失
い

た
く
な
い 

適
当
な
相
手
に
め
ぐ
り

あ
わ
な
い 

異
性
と
う
ま
く
つ
き
あ

え
な
い 

結
婚
資
金
が
足
り
な
い 

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な

い 婚
約
中 

そ
の
他 

無
回
答 

全体 520 21.7 22.3 24.2 24.2 48.1 17.9 22.9 23.8 3.8 6.9 1.0

男 
 

性 

20 代前半 90 56.7 28.9 25.6 12.2 33.3 17.8 25.6 23.3 － 1.1 3.3 

20 代後半 85 9.4 12.9 23.5 21.2 48.2 22.4 31.8 22.4 7.1 4.7 －

30 代前半 66 1.5 4.5 33.3 43.9 68.2 25.8 27.3 24.2 1.5 3.0 －

30 代後半 51 － 5.9 21.6 21.6 66.7 27.5 29.4 11.8 3.9 19.6 2.0 

女 
 

性 

20 代前半 106 48.1 52.8 20.8 17.0 27.4 9.4 15.1 33.0 1.9 7.5 0.9 

20 代後半 67 3.0 16.4 29.9 32.8 53.7 10.4 19.4 22.4 9.0 3.0 －

30 代前半 31 － 16.1 19.4 32.3 54.8 19.4 9.7 29.0 6.5 12.9 －

30 代後半 24 － 4.2 8.3 29.2 75.0 16.7 16.7 12.5 4.2 20.8 －

 

 

N = 520 ％

まだ若すぎる

仕事や学業に専念したい

趣味や娯楽を楽しみたい

自由や気楽さを失いたくない

適当な相手にめぐりあわない

異性とうまくつきあえない

結婚資金が足りない

まだ必要性を感じない

婚約中

その他

無回答

21.7

22.3

24.2

24.2

48.1

17.9

22.9

23.8

3.8

6.9

1.0

0 20 40 60 80 100
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（３）事業所ヒアリング調査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

労働者の仕事と子育て・生活の両立が図られるようにするために必要な雇用環境に

ついて、市内の事業所（１００名以上の事業所８社抽出）に対してヒアリング調査を

実施しました。 

 

■ 女性の夜間勤務又は交代勤務の導入について 

・「既に導入している」「導入し

ない」が 2 社、「検討する」

が１社となっています。 

 

 

 

■ 就業規則の整備について 

・「育児休業」が８社で最も多

く、次いで「産前・産後休業」

「所定労働時間の短縮措置」

が７社、「時間外労働・休日

労働・深夜業の制限」「子の

看護休暇」が６社となってい

ます。 

 

■ 労働環境を充実させるために現在行っていることも含めて行っていきたいことについて 

・「時間外労働・休日労働・深

夜業の制限」が７社と最も多

く、次いで「育児休業」「所

定労働時間の短縮措置」「子

の看護休暇」が６社となって

います。 

 

 

 

 

選択肢 件数 

１．既に導入している ２件

２．導入する ０件

３．導入しない ２件

４．検討する １件

５．未定 ３件

選択肢 件数 

１．産前・産後休業 ５件

２．妊婦の簡易業務転換 ４件

３．育児休業 ６件

４．所定労働時間の短縮措置 ６件

５．時間外労働・休日労働・深夜行の制限 ７件

６．子の看護休暇 ６件

７．フレックスタイム制度 ４件

８．定期健診（健診）休暇 ２件

９．出産・育児のために会社を辞めた労働者を

再雇用する制度 
４件

10．育児休業後のスムーズな職場復帰に向けた

研修や職場情報の提供 
５件

11．事業所内保育施設の整備 ０件

12．その他 １件

選択肢 件数 

１．産前・産後休業 ７件

２．妊婦の簡易業務転換 ３件

３．育児休業 ８件

４．所定労働時間の短縮措置 ７件

５．時間外労働・休日労働・深夜行の制限 ６件

６．子の看護休暇 ６件

７．フレックスタイム制度 ５件

８．定期健診（健診）休暇 ３件

９．その他 ２件
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４ 東海市次世代育成支援行動計画（後期計画）の評価 

東海市次世代育成支援行動計画（後期計画）では、３つの基本方針ごとに設定された

指標に基づき、「A：達成、B：達成の傾向、C：未達成」の３段階で評価を行い、その

評価を踏まえ、本計画に引き継ぐ分野や指標を明確にしました。 

 

基本方針１ 身近な地域での助け合い・支え合いによる地域づくり 

身近な地域にある、保育園・幼稚園・学校・児童館などにおいて市や家庭・地域・事

業所などが連携・協力し、子育てについて助け合い、支え合う地域づくりを推進してき

ました。平成２６年度の目標に向けて半数近くが達成又は達成の傾向にあるものの、地

域子育てネットワークの構築、地域こどもコーディネーターの配置、地域こども健やか

プランの策定が未実施項目となっており、新制度において、支え合いの仕組みづくりを

進めていく必要があります。 

 
 項      目 評価 ２０年度（現状値） ２５年度〔実績〕 ２６年度〔目標〕

 地域子育てネットワークの構築 Ｃ ０か所 ０か所 ４か所 

 地域こどもコーディネーターの配置 Ｃ ０人 ０人 ４人 

 地域こども健やかプランの策定 Ｃ ０か所 ０か所 ４か所 

 放課後児童健全育成事業登録児童数 Ａ ９６６人 １,４７１人 １,０１０人 

 放課後児童健全育成事業設置か所数 Ｃ １５か所 １４か所 １５か所 

 親子遊び方教室１回当り参加者数 Ｃ ３０人／回 ２９人／回 ３６人／回 

 子育て広場参加者数 Ａ ７,０８２人／年 １１,２１６人／年 ８,１００人／年

 通常保育定員数 Ａ ２,４２５人 ２,６１５人 ２,４９０人 

 時間延長保育（18:00～19:00）の実施 Ａ ４８５人 ６２９人 ５１０人 

 園開放参加者数 Ｂ １,９３８人／年 ２,１４７人／年 ２,５００人／年

 
一時的保育受入延日数・実施か所数 Ａ 

１,０１９日／年 

１８施設 

１,７８９日／年 

１８施設 

１,０２０日／年

１８施設 

 学校が楽しいと感じる児童の割合 Ｂ ８１.５％ ８２.２％ ９４.０％ 
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基本方針２ 安心して子どもを生み育てるための支援 

母子保健や児童福祉、多様な市民の活躍による社会に学ぶ豊かな心と体の育成のほか、

安全確保や経済的支援など多分野にわたる総合的な施策を進めてきました。 

平成２６年度の目標に向けて半数が達成又は達成の傾向にあるものの、半数は未達成

項目となっています。ファミリー・サポート・センター事業、病後児保育事業、子育て

短期支援事業（トワイライトステイ）、子育て短期支援事業（ショートステイ）など、本

計画の法定化事業となっている地域子ども・子育て支援事業を実施していく中で、充実

を図っていく必要があります。 

 
 項      目 評価 ２０年度（現状値） ２５年度〔実績〕 ２６年度〔目標〕

 地域子育て支援センター事業設置か所

数 
Ａ １か所 ３か所 ３か所 

 子育て育児講座の参加者数 Ｃ ４５３人／年 ２５３人／年 ５００人／年 

 子育てを楽しいと感じる人の割合 Ｂ ９５.０％ ９６.１％ １００％ 

 芸術文化活動を行っている市民の割合 Ｃ ２３.１％ ２２.２％ ２５.０％ 

 この１年で自分の周囲に児童虐待があ

ると感じた人の割合 
Ｃ ５.４％ ５.０％ ３.０％ 

 ファミリー・サポート・センター事業

利用件数 
Ｃ ２,６９９件／年 １,０２２件／年 ２,８００件／年

 病後児保育事業 Ｃ ４日／年 ７日／年 ３０日／年 

 子育て短期支援事業（トワイライトス

テイ）実施日数・実施か所数 
Ｃ 

０日／年 

１か所 

０日／年 

１か所 

４８日／年 

１か所 

 子育て短期支援事業（ショートステイ）

実施日数・実施か所数 
Ｂ 

３日／年 

３か所 

１４日／年 

４か所 

２１日／年 

３か所 

 子ども医療助成の受給者証交付件数 Ａ １４,０９２件 １７,８５３件 １６,８５１件 

 歩道のバリアフリー化（幅 2.5ｍ以上

の歩道の割合） 
Ｂ ４３.８％ ４４.８％ ５２.０％ 

 歩道のバリアフリー化（交差点のフラ

ット化率） 
Ａ ７２.４％ ８５.０％ ７６.０％ 

 

基本方針３ 連携・協働による次世代の育成 

次世代育成や子育て支援、結婚応援を実質的に進めるために、市民の仕事や暮らしを

通して関係する事業所や専門機関、諸団体と様々な連携を進めてきました。 

ファミリー・フレンドリー企業の登録数は目標を達成していますが、仕事と家庭の両

立を支援するためのサービスを充実する必要があります。 

 
 項      目 評価 ２０年度（現状値） ２５年度〔実績〕 ２６年度〔目標〕

 ファミリー・フレンドリー企業登録数 Ａ ７か所 １３か所 ９か所 

 30 代男性の未婚率 
（国勢調査結果に基づき算出） 

Ｃ 
３９.９％ 
(平成１７年) 

３８.８％ 
(平成２２年) 

３０.０％ 
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５ 東海市の子ども・子育て支援の現状と課題 

（１）子どもにとって良質な教育・保育の提供について ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

幼児期における教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。

集団の中での自発的な遊びを通して「生きる力」の基礎を養うとともに、幼児期にふさ

わしい生活習慣の基礎や規範意識の芽生えが育まれるよう支援が必要です。 

就学前児童の保護者に対するアンケート調査では、保育園や幼稚園などの「定期的な

教育・保育事業」を利用している割合が４３.７％となっています。内訳としては、「認

可保育所」の割合が５２.８％と最も高く、次いで「幼稚園」の割合が３２.１％、「幼稚

園の預かり保育」の割合が７.９％となっています。 

また、平日の教育・保育事業として定期的に利用したいと考える事業は、認可保育所

の割合が４８.２％と最も高く、次いで幼稚園の割合が２６.９％、幼稚園・幼稚園の預か

り保育の割合が２４.１％となっています。 

母親の就労形態別にみると、「以前は働いていたが、今は働いていない」、「これまで働

いたことがない」人は幼稚園の利用希望が、「フルタイムで働いている」、「パート・アル

バイトなどで働いている」人は認可保育所の利用希望が高くなっています。これらのこ

とから、適正な教育・保育ニーズを見込むためには、就労状況に応じた家庭の類型化が

重要になってくることがわかります。 

パートタイムの母親のフルタイムへの転換希望別にみると、認可保育所を希望してい

る人のうち、「フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある」と「フルタイ

ムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない」を合わせた「フルタイムへの転換

希望がある」と回答している人は、２７.６％と高くなっています。 

以上から、保育園、幼稚園などの利用への潜在的なニーズを的確に把握し、子どもに

とって良質な教育・保育の施設として、保育園や幼稚園が核となり、子育てを支援する

役割を果たすことが求められています。 
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（２）身近な地域における子育ての支援について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

すべての人が、子育てに対する不安や負担を一人で抱え込むことがないよう、妊娠か

ら出産、乳幼児期の育児を通して、適切な助言や公的なサービスを受け、気軽に相談で

きる場を提供することにより必要な世帯に支援が行き届き、身近な地域での様々な世代

の人々が親子を応援できる環境にしていくことが求められています。 

子どもを取り巻く環境は複雑化、多様化しており、安心・安全に対するニーズは多岐

にわたります。子どもや子ども連れでの行動に不安感を持つことなく子育てができるよ

う、地域や専門機関、諸団体との連携を充実させ、安心・安全な体制づくりに努める必

要があります。 

 

 

（３）子育てと仕事の両立について● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

就学前児童の保護者に対するアンケート調査から、「子どもが生まれた時、育児休業を

取得しましたか」という問いにおいて、「取得した」と回答があったのは、母親で２１.

２％となっています。 

労働者の働き方は正規雇用と非正規雇用の「働き方の二極化」や、依然として「男は

仕事、女は家庭」といった固定的な役割分担意識が残っており、仕事と子育てや介護の

両立を困難にしているなどの課題があります。  

一方で、事業所ヒアリング調査から、仕事と子育ての両立に向けた環境整備について

前向きに取り組んでいる状況となっています。今後は多くの事業者に対し、子育てや介

護に携わる社員を支援できる体制づくりについての啓発をしていくことが求められます。 

仕事と生活の調和を図り、仕事も生活も充実する「ワーク・ライフ・バランス※12」の

考え方を広く社会に浸透させ、女性も男性も仕事と生活を調和させた豊かな生活が送れ

るよう、事業所・労働者双方に対して、一層の普及啓発が求められています。 

 
※12 「仕事と生活の調和」のことで、一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働いて、仕事上の責任を果

たすとともに、家庭や地域生活などにおいても子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて、様々な

生き方が選択・実現できること。 
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（４）結婚と子育てについて● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

結婚と子育てに関するアンケート調査では、本市の魅力として「住みやすい」、「利便

性が高い」と回答した人が４割以上となっています。また、結婚については、結婚への

希望はありながらも「適当な相手にめぐりあわない」という意見も多くなっています。

「東海市で生まれ、大人になり就労・結婚し、東海市で子育てする」という本市で就労・

結婚・子育てのライフサイクルがまわるよう、生活基盤の充実が重要であると考えられ

ます。 

本市では、結婚に関する相談や結婚を応援する講座などの企画、運営をする結婚応援

センターを設置し、様々な取り組みを進めていますが、十分認知されていない部分もあ

り、より周知を図っていくことが必要です。また、結婚後も仕事と家庭を両立して働き

続けたい希望も多く、育児休業制度の整備など事業所の理解や、子育て支援策の充実が

求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


